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 Barnardの組織均衡理論 (Barnard，1938) や Cyert and March らの行動科学的な組織












（Waddock and Samuel，1997：Mcguire，Sundgren and Schneeweis， 1988：Ullman，
1985：Aupperle，Carroll and Hatfieid，1985：Shane and Spicer，1983 など）。さらに，












出所：Waddock & Samuel (1997) 
 
社会的業績と財務的業績について，その相関関係が正になるという分析結果を得たのは，
Mcguire et al (1988)， Mcguire et al (1990)，そして Aupperle et al (1985) である。し
かし，一人の研究者が相反する２つの結果を報告したという事例もある（Ullman，1985）。
Waddock et al (1997) はこの点について，社会的業績の測定の難しさが異なる結果をもた
らしていると指摘している。そこで，Waddock et al (1997)は，Kinder, Lydengerg, Domini 
Weight     Attribute 
0.168    Employee relation 
0.154    Product 
0.148    Community relation  
0.142    Environment 
0.136    Treatment of women and minorities 
0.089    Nuclear power 
0.086    Military contracts 
0.076    South Africa 
 3
(KLD) 社が Standard and Poors 500で適用した８つの企業の社会的業績の指標（表 2.1
参照）のデータソースを使い，この指標に社会的指標の専門家によるウェイト付けをし，
回帰分析を用いて財務的業績と社会的業績の間の相関関係を実証的に明らかにした。結果





































































































































３． 変数の測定  
 前節の仮説を検定するために，東京証券取引所１部上場企業 1,296 社，全業種を対象と



























































表 3.1 変数のカテゴリーの分類（分社制） 






































































































log22 å=       (4.3) 




2 -=-      (4.4) 

































表 5.2 各モデルの尤度比カイ二乗統計量と AICの差（分社制） 
モデル Ｇ２ ｄｆ ｐ AICの差







 表5.2からAICが最小のモデル[AC ][BC ]を採択した。 
次に事業部制についても同様に尤度比カイ二乗統計量と「AICの差」を求めた（表5.4）。 
 

















表 5.4 各モデルの尤度比カイ二乗統計量と AICの差（事業部制） 
モデル Ｇ２ ｄｆ ｐ AICの差








































































































































社会的指標を重視 モラル･ハザード無し 社会的業績の高達成 財務業績の高達成
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表 F-1 回答企業の回収率 
業　種 発送数 回収数 回収率 有効回答数 有効回答率
製造業 866 226 26.1% 225 26.0%
非製造業 430 82 19.1% 79 18.4%
その他 1 0
合　計 1,296 309 23.8% 304 23.5% 
 
表 F-２ 回答企業の業種別明細 
業  種 回答企業数 業  種 回答企業数 業  種 回答企業数 
建  築  業 ３１ 非  鉄  金   属 ５ 不  動  産 業 ３ 
食  料  品 １３ 金  属  製   品 １０ 陸   運   業 ４ 
繊  維  業 ８ 機          械 ２９ 海   運   業 ３ 
パ  ル  プ  ･ 紙 ２ 電  気  機   器 ３４ 空   運   業 １ 
化  学  工   業 ３９ 輸 送 用 機  器 ２５ 倉庫･運輸関連 １ 
石油  ･石炭製品 ２ 精  密  機   械 ５ 電気 ・ガス業 ３ 
ゴ  ム  製   品 １ その他の製造業 ６ サ ービ ス 業 ７ 
ガラス･土石製品 ５ 商          業 ４０   
鉄          鋼 １０ 金    融     業 １７ 合         計 ３０４ 
 
 
   
 
 表 F-3 協力会社一覧 
（企業名掲載承諾を得
た１５３社のみ） 
 
（あ） 
㈱旭通信社 
旭テック 
味の素 
荏原 
㈱アマダメトレックス 
アンリツ 
池上通信機 
伊藤忠商事 
ＩＮＡＸ 
ＮＥＣシステム建設 
王子製紙 
小野薬品工業 
オリエンタル建設 
 
（か） 
花王 
鹿島 
加商 
㈱カスミ 
カルソニック 
川商ジェコス 
関西電力 
㈱カンセイ 
㈱北川鉄工所 
キッコーマン 
㈱九電工 
㈱協和エクシオ 
協和醗酵工業 
キリンビール 
キリンビバレッジ 
近畿車輛 
金商又一 
空港施設 
㈱クボタ 
㈱熊谷組 
グラフテック 
クラリオン 
黒崎窯業 
グンゼ産業 
㈱神戸製鋼所 
国際電気 
コマツ 
小松建設工業 
 
（さ） 
㈱サクラダ 
サッポロビール 
澤藤電機 
サンウエーブ工業 
三機工業 
塩野義製薬 
㈱静岡銀行 
シナネン 
㈱常陽銀行 
昭和電工 
新和海運 
住友化学工業 
住友金属工業 
住友重機械工業 
住友商事 
セイコー 
㈱西洋ﾌｰﾄﾞｼｽﾃﾑｽﾞ 
積水ハウス 
セントラル硝子 
 
（た） 
ダイキン工業 
ダイダン 
台糖 
大同特殊鋼 
大日精化工業 
ダイハツ工業 
太平洋工業 
大和證券 
高砂香料工業 
タツタ電線 
中外製薬 
中外炉工業 
千代田化工建設 
帝人製機 
電気化学工業 
㈱デンソー 
天馬 
㈱トーキン 
東海観光 
東京ガス 
㈱東京楽天地 
東芝セラミックス 
㈱東食 
東武鉄道 
東邦レーヨン 
東洋運搬機 
東洋化学 
東洋建設 
東レ 
㈱トクヤマ 
栃木富士産業 
トピー工業 
㈱トプコン 
トヨタ自動車 
㈱豊田自動織機製作所 
 
（な） 
㈱中山製鋼所 
㈱ナムコ 
㈱新潟鐵工所 
ニチレキ 
日工 
日産化学工業 
日産ディーゼル工業 
日本建鐵 
日本光電 
日本酸素 
日本車輌製造 
日本新薬 
日本製紙 
日本ドライケミカル 
日本飛行機 
日本ペイント 
日本油脂 
㈱ノーリツ 
 
（は） 
萬有製薬 
㈱ピー・エス 
久光製薬 
日立建機 
福山通運 
藤井 
富士火災海上保険 
㈱フジクラ 
富士興産 
藤沢薬品工業 
㈱フジタ 
富士通 
㈱富士通ゼネラル 
富士電機冷機 
富士レビオ 
フタバ産業 
ブラザー工業 
㈱ブリヂストン 
プロミス 
㈱ベスト電器 
ホーチキ 
北越製紙 
本田技研工業 
 
（ま） 
松尾橋梁 
松下精工 
丸一鋼管 
丸全昭和運輸 
三国ｺｶ･ｺｰﾗﾎﾞﾄﾘﾝｸﾞ 
㈱ミツバ 
三菱化学 
三菱樹脂 
㈱ムトウ 
㈱明電舎 
 
（や） 
山之内製薬 
山武ハネウエル 
ヤマハ発動機 
ユアサ商事 
雪印乳業 
横河電機 
